平成15年度久留米タウンモビリティ経済波及効果計測結果

久留米大学経済学部　松尾 匡

１．調査方法

　シニア情報プラザ久留米に依託し、調査期間中のタウンモビリティ利用者原則として全員に対して、別紙調査票に基づく聞き取り調査を行い、購入品のレシートのあるものはそのコピーを貼付して支出を把握した。

２．調査期間

　2004年3月6日から3月30日までのタウンモビリティ事業実施日(火、土、日曜日)。

３．サンプル

　21人、32票。同一人物からの調査票は同定されている。

　性別：女性28人(75%)、不明・無回答2人。

　年齢：30代1人、40代1人、50代7人、60代4人、70代7人、80代1人。

　住所：久留米市内15人(青峰8人、西町1人、東合川、諏訪野、津福、上津各１人)
　　　　市外6人(筑後市2人、北茂安町、柳川市、八女市、大刀洗町)
４．来街頻度とタウンモビリティ利用

　久留米市中心市街地への来街頻度は、タウンモビリティ開業以前は月平均1.103回、開業以後は月平均3.071回であった(21人全員より回答)。

　久留米市中心市街地での一回平均の支出は、タウンモビリティ開業以前は761.9円、開業以後は3773.81円であった(21人全員より回答)。

５．経済波及効果の単純推計方法

　調査期間中のタウンモビリティ利用者の支出総額は、14万8977円であった。

　調査によって把握した各種支出を平成７年版「福岡県産業連関表」の産業分類にそって分類した。その際、『2000 我が国の商業』(通産省)のマージン率データと、平成9年版『福岡県の商業』(福岡県統計協会)の仕入れ先別割合を用いて商業マージン部分を推計した。さらに、同産業連関表の移輸入率データを用いて、タウンモビリティ利用者支出から生じた福岡県内への最終需要を出したところ、その総額は、9万9710円であった。

　これを、同産業連関表を使って波及効果分析にかけた。なお、サービス業等への支出や小売りマージンについては、現地で支出していることが明らかなのだから、移輸入はないものとして扱った。

６．経済波及効果の単純推計

　調査期間のタウンモビリティ事業によって福岡県内にもたらされた第１次波及効果は次のとおりとなった。

生産総額：13万3037円

利用者支出総額に対する比：0.89倍

県内最終需要に対する比：1.33倍

付加価値総額：8万3342円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：15万1406円

　この雇用者所得増によってもたらされた消費需要による第２次波及効果は次のようになった。

生産総額：19万8213円

付加価値額：12万75円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を除く)：5万6330円

　よって、第１次、第２次を合わせた波及効果合計は次のようになった。

生産総額：33万1250円

利用者支出総額に対する比：2.22倍

県内最終需要に対する比：3.32倍

付加価値総額：20万3417円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：20万7736円

７．事業実施の支出効果の推計

　次にタウンモビリティ事業を実施したことによる、実施しなかった場合と比べた消費経済効果の増加を推計する。

　調査票で調べた来街一回平均支出に月平均来街頻度をかけて各利用者の中心市街地での月平均支出額を出し、それを、調査支出額の利用者ごとの総計と比べた倍率を、各利用者の各産業項目への支出計にかけて、それをもとに上記同様の手続きで産業連関分析を行う。これにより、タウンモビリティ実施後と実施前との、月平均の経済波及効果がそれぞれ求められる。

　それによれば、タウンモビリティ実施後の月平均の利用者支出総額は25万6750円、それによる福岡県内の最終需要は16万9502円となり、県内への第１次経済波及効果は次のように推計された。

生産総額：22万5973円

利用者支出総額に対する比：0.88倍

県内最終需要に対する比：1.33倍

付加価値総額：14万1771円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：18万6512円

　この雇用者所得増によってもたらされた消費需要による第２次波及効果は次のようになった。

生産総額：24万4172円

付加価値額：14万7917円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を除く)：6万9391円

　よって、第１次、第２次を合わせた波及効果合計は次のようになった。

生産総額：47万146円

利用者支出総額に対する比：1.83倍

県内最終需要に対する比：2.77倍

付加価値総額：28万9688円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：25万5903円

　この結果を年あたりに直すと、生産総額は約564万円、雇用者所得は約307万円となる。

　タウンモビリティ実施前の来街時平均支出や来街頻度を使って同様に実施前の波及効果を推計し、上記金額から差し引くと、タウンモビリティを実施したことによる実施前と比べた支出や波及効果の増大が求められる。ここで、実施前の雇用者所得にはタウンモビリティ事業の直接人件費を含めないよう注意しなければならない。計算の結果、利用者支出総額の増大は16万8659円、県内最終需要の増大は12万5866円となった。県内への第１次経済波及効果の増大は次のように推計された。

生産総額：16万7690円

付加価値総額：10万5985円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：16万5563円

　この雇用者所得増によってもたらされた消費需要による第２次波及効果の増加は次のようになった。

生産総額：21万6746円

付加価値額：10万5985円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を除く)：6万1597円
　よって、第１次、第２次を合わせた波及効果合計の増大は次のようになった。

生産総額：38万4437円

付加価値総額：23万7288円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：22万7160円

　この結果を年あたりに直すと、生産総額は約461万円、雇用者所得は約273万円の増大ということになる。

８．事業者支出効果も含む年間経済波及効果

　さて最後に、タウンモビリティ事業者自身が行った支出の経済波及効果を加えて、福岡県内へのタウンモビリティ事業全体からの年間の経済波及効果を求めておこう。

　平成15年度の久留米タウンモビリティの予算総額は、296万1000円となっている。うち、154万3400円が人件費となっている。その他の支出を調べると、平成15年度中に、諸産業に対する106万9704円の支出が確認できた。残余はほぼ、消費税と次年度繰越金になっている。

　この106万9704円の支出を、利用者支出の場合と同じ手法によって、項目ごとに各産業に振り分けた。ただし、「マップ調査費」は「対事業所サービス」部門に外注された扱いとした。「Ｔシャツプリント」は、「対個人サービス」部門とした。利用者支出の場合同様、サービス業等への支出や小売りマージンについては、現地で支出していることが明らかなのだから、移輸入はないものとして扱ったが、「車椅子」についても、福岡県内メーカーの産品であることが判明しているので、移輸入はないものとした。

　すると、106万9704円の支出のうち、80万5124円が福岡県内への最終需要となった。これを、前項の利用者支出の最終需要額を12倍して年額にしたものに、産業ごとに加えると、総計283万9152円の域内最終需要となった。(なお、移輸入も含む、タウンモビリティ利用者と同事業者の支出の単純合計は、415万704円となる。)

　ここから、平成15年度のタウンモビリティ事業全体の支出によって福岡県内にもたらされた第１次波及効果は次のとおりとなった。

生産総額：379万8603円

支出総額に対する比：0.92倍

県内最終需要に対する比：1.34倍

付加価値総額：235万9120円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：293万2614円

ただし、ここでの直接人件費は、現実に支出された154万3400円をそのまま使っている。

　この雇用者所得増によってもたらされた消費需要による第２次波及効果は次のようになった。

生産総額：383万9223円

付加価値額：232万5766円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を除く)：109万1065円

　よって、第１次、第２次を合わせた波及効果合計は次のようになった。

生産総額：763万7826円

支出総額に対する比：1.84倍

県内最終需要に対する比：2.69倍

付加価値総額：468万4886円

雇用者所得(タウンモビリティ事業の直接人件費を含む)：402万3680円

　この生産総額のタウンモビリティ予算296万1000円に対する比率は、約2.58倍となる。

　この効果を従来の公共事業と比較するために、この予算と同額をすべて「建設業」に支出した場合の経済波及効果を計測すると、生産総額は第１次で419万1938円、第２次で189万85円で、計608万2023円となり、雇用者所得は第１次で144万3753円、第２次で53万7142円で、計198万895円となった。生産総額の予算額に対する効果倍率は、約2.05倍となる。

　よって、タウンモビリティの方が建設業への支出の場合よりも、生産総額で約156万円、雇用者所得で約269万円効果が大きい。
久留米タウンモビリティご利用のお客さまへのアンケート

　タウンモビリティ事業の経済波及効果の推定のために、以下のアンケートにご協力お願いします。一度お答えいただいた方は二度目以降はＱ２のみお答え下さい。

(1) 利用者ご本人 ／ (2) 同伴者（利用者とのご関係　　　　　）

男・女（　）歳台

お住まい　(1)久留米市内：町名（　　　　）／ (2)市外：市町村名（　　　　）

Ｑ１ 来街頻度

　久留米市中心市街地にいらっしゃる頻度についてお尋ねします。

1. タウンモビリティご利用以前は、　　(1)毎月来街した：月（　）回 ／ (2)その他：（　）ヶ月に一回

2. タウンモビリティご利用以後は、　　(1)毎月来街する：月（　）回 ／ (2)その他：（　）ヶ月に一回

Ｑ２ 今回のご支出

　今回、久留米市中心市街地で支出された金額についてお尋ねします。下記の品目でそれぞれいくら使われたか、さしつかえないところでお教え下さい。(レシートコピー貼付可)

農畜産物(野菜、肉等)

魚介類(鮮魚)

加工食料品、飲み物、お菓子、お茶など

衣類その他の繊維製品

パルプ・紙・家具・木製品

薬品・肥料・石鹸・洗剤・化粧品等

灯油・ガソリンなど石油製品

ガラス・陶磁器等

刃物その他の金属製品

電卓・ミシン

家電製品・パソコン・磁気テープ等

自転車・自動車

カメラ・時計・分析器

文具・雑貨・玩具・書籍・その他の製造工業製品

現金引き出しなど金融・保険の手数料

交通費

電話・テレフォンカード、郵便局・NTTの手数料、切手代等（預入・振込金額は除く）

教      育 ・ 研      究


医  療・保  健・社会保障


その他の公共・非営利サービス(タウンモビリティ料金も)

飲食店・ファーストフード・縁日商・映画・マッサージ・その他の娯楽・理髪・クリーニング等

Ｑ３ 普段のご支出

　あなたは、中心市街地にいらっしゃる時には、平均どのくらいの金額の支出をされますか。

1. タウンモビリティご利用以前

2. タウンモビリティご利用以後

Ｑ４ タウンモビリティへのご要望についてお尋ねします。

1. 利用料金についてどう思われますか。　(1) 高い　　(2) 妥当　　(3) 安い

2. 利用時間帯についてどう思われますか。

　　(1) 開始時刻を早めてほしい(ご希望の開始時刻　　　　　)

　　(2) 終了時刻を遅くしてほしい(ご希望の終了時刻　　　　　)

　　(3) 妥当

3. このようなイベントやお店、施設があったら出てきたいというご希望があれば教えて下さい。

　　(                                                                                                                 )

4. その他、ご意見、ご要望がありましたら教えて下さい。

ありがとうございました。                                    

タウンモビリティ共同研究グループ                        

(代表 久留米大学経済学部教授 松尾 匡　43-4411内線320)
